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地球温暖化対策実行計画

１ 実行計画の目的

地球温暖化やオゾン層破壊など、地球規模での環境問題が世界中の関心を集めて

いる。 なかでも二酸化炭素（ 、メタンなどの温室効果ガスの大気中の濃度上CO2）

昇に起因するとされる地球温暖化問題については、地球表面温度の上昇、海面上昇

、生体系への影響やさまざまな自然災害の発生を促進するといわれており、その解

決に向けて積極的に取り組む必要がある。 しかしながら、最も主要な温室効果ガス

である が、現代社会全般を支える化石エネルギーの使用に伴って不可避的に発CO2

生するものであるだけに、対策が非常に広範にわたり、解決が困難なものとなって

いる。

君津広域水道企業団としては、水の安定供給という使命を全うしつつ、自主的・

積極的に地球温暖化対策を進めることとし、削減目標を設定し、温室効果ガスの排

出抑制のために努力するよう実行計画を策定することとする。

２ 実行計画の期間

実行計画の期間は、平成１３年度～平成１７年度とし、その間の社会的動向を踏

、 、 。まえつつ 必要に応じ実行計画の見直しを行い 機動的に対応していくこととする

３ 温室効果ガスの総排出量の把握

当団の温室効果ガスの９９％以上が であり、その排出量の９９％以上がCO ２

電力使用によるものである。

このことより、ガス排出量抑制対策及び省エネ対策として使用電力の削減を主

に活動をしていくこととする。

（排出量の詳細は別添調査表及びグラフを参照）
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４ 実行計画に定めるべき措置の内容
（１）購入に当たっての環境保全への配慮

◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 対象となる製品 目標基準及び目標となりうる基準
用紙類の購入

（情報用紙） 古紙配合率の高い用紙の使用 ○ コピー用紙 更紙 古紙配合率

白色度の低い製品の使用 ○ 色再生紙 作文用紙 再生紙使用量

ＯＡ用紙 画用紙 用感熱紙 再生紙使用件数（外注印刷物）FAX
封 筒 板目用紙 ﾜｰﾌﾟﾛ用感熱紙 白色度

(印刷用紙) 古紙配合率の高い印刷物の発注 ○ 帳票類 点検簿類 エコマーク グリーンマーク

非塗工紙の使用 ○ 報告書広報 パンフレット 国の推奨リスト,
ネットワークガイドライン(衛生用紙） 再生紙が使用されている製品の使用 ○ トイレットペーパー グリーン購入

電気製品 エネルギー消費効率の高い製品の導入及 ◎ コピー機 蛍光灯器具 国の推奨リスト

ネットワークガイドラインび更新 パソコン 冷蔵庫 エアコン グリーン購入

ChoCO2適正規模の機器選択 ◎ プリンタ テレビ ＦＡＸ

自動パワーオフ製品

節水型製品の導入 ○ 洗濯機 感知式自動洗浄装置（トイレ）

耐用年数を考慮した節水型製品への更新

公用車 低公害車の導入 ◎ ハイブリッド自動車 低公害車割合

低燃費車の導入 ◎ 最新規制適合車より低公害と認められる 低公害車排出ガス技術指針

自動車 「エネルギーの使用の合理化に関する

法律」に基づく燃費目標値

指定公害車

国の推奨リスト

ChoCO2
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◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 対象となる製品 目標基準及び目標となりうる基準

文具・ 再生紙が使用されている製品の購入 ○ ノート 付箋紙 フォルダ 環境配慮製品購入量

事務機器等 綴込用紙 封筒 バインダー エコマーク

ﾌﾗｯﾄﾌｧｲﾙ 文書保存箱 用箋ばさみ グリーンマーク

再生できる用紙類の購入 ○ 感熱紙 ツリーフリーマーク

その他紙以外の再生された製品の購入 ○ ﾄﾅｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ 事務用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾌｧｲﾙ 非木材紙マーク

鉛筆／ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ／ｼｬｰﾌﾟﾍﾟﾝ／蛍光ﾍﾟﾝ

非フロン系エアゾール製品の購入 ◎ 製品の表示

容器・包装材 簡易包装された商品の購入 ○ エコマーク

詰め替え可能な製品の購入 ○ 液体石鹸 プリンターインク

ボールペン芯 合成のり

その他 長期使用が可能な製品の購入 ◎ 部品の交換修理が可能な製品 国の推奨リスト

保守・修理サービス期間の長い製品 グリーン購入ネットワークガイドライ

機能拡張性の高い製品 ン

ChoCO2環境ラベリング商品の購入 ○
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（２）建築物の建築、管理等に当たっての環境保全への配慮

◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 配慮の詳細 目標基準及び目標となりうる基準
緑化等 周辺や屋上の緑化 ○ 敷地面積に対する緑化割合

緑化の推進と維持管理 ○

温室効果ガス排出 燃料設備の改修 ◎ 自家発電機設備の見直し

の少ない ・重油を燃料としている設備の見直し

設備の導入 工事車両からの温室効果ガスの排出抑制 ○

・建設省指定低公害型建設機械リストの

業者への配布・使用依頼

空調設備

・廃棄時の冷媒回収まで含めた見積もり ○

の徹底

・冷媒機器の定期点検の徹底 ○

節水器具の導入 ○

省エネルギー 自然エネルギー活用 ◎

・自然光を配慮した照明器具の配置

・自然光を取り入れる工夫 トップライトの採用 窓の配置

省エネルギー型建築設備 ◎

・省エネルギー型照明機器 インバータ制御機器 タイマー制御

調光装置 自動照度調節 人間センサ

・エリア別スイッチ回路
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◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 配慮の詳細 目標基準及び目標となりうる基準
廃棄物の減量 建築廃棄物の処理状況確認 ○

請負者への建設廃棄物処理計画書の提出 ○

請負者への分別排出の徹底指示 ○ 再生可能品目 管理型産業廃棄物

一般廃棄物 安定型産業廃棄物

処理困難物質

廃棄物の有効利用 ○ 汚泥スラッジ

・発生量の把握 建設残土

・他の公共事業との情報交換、調整
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（３）事務・事業による使用に当たっての環境保全への配慮

◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 対象となる製品 目標基準及び目標となりうる基準
用紙使用量用紙類の使用 用紙類の使用量削減 ○

・資料、事務手続きの簡素化

・文書、資料の共有化

・コピー・印刷の適正化 両面印刷 縮小機能の利用

両面コピー ミスコピーの防止

・ペーパーレスシステムの導入 電子メール 電算結果等の磁気媒体保存

庁内 ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの整備LAN
頁数、部数の適正化

大きさ等規格の統一化

使い捨て製品の使用自粛 ○ ペーパー類等

使用量の把握・管理 ○

○水の使用 日常的な節水の励行

洗車回数 バケツ利用による洗車公用車の洗車 ○

電気使用量エネルギーの使用

◎（電気） 電気使用量の抑制

・照明機器管理 照明点灯箇所の節減 ライトアップの削減

定期的な清掃

・吸排気ファン運転管理 運転時間の適正化・タイマー取付

・事務機器の省エネ管理 スイッチ管理

・空調機器の管理 使用抑制 窓、出入り口の開放禁止

適温励行 補修点検

・エレベータの使用削減 階段の利用

・ブラインド・カーテンの利用・工夫・

調節

・トイレ、廊下、階段などでの自然光の

活用

・深夜電力の利用 浄水場・ポンプ場運転方法の工夫

受電力率の適正値保持 コンデンサ設備の拡充・適正制御◎

使用量の把握、管理
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◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 対象となる製品 目標基準及び目標となりうる基準
浄水処理 通年弱塩素処理への移行による 塩素剤 薬品使用量○

薬品使用量 塩素剤注入量の低減化 薬品注入率

浄水処理方法の変更による凝集剤注入量 ＰＡＣ 苛性○

の低減化

低公害車・低燃費車の優先的利用 ◎ ガソリン使用量

公用車燃料 庁舎間定期便の設定 ◎ 軽油使用量

公共交通機関利用への誘導 ◎ 自動車使用割合

相乗りの励行 ◎

経済運転の徹底 ◎ 暖気運転の抑制 アイドリングの禁止

不用物の不積載 急発進・急加速の抑制

車両整備 ◎ タイヤ空気圧調整 黒煙排出状況点検

使用量の把握・管理 ◎

その他燃料 ガス使用量の抑制 ◎ 給湯温度の調節 ガス使用量

重油使用量の抑制 ◎ 自家発試運転の適正化 重油使用量

使用量の把握管理 ◎ 灯油使用量

その他 製品の修繕 ○

製品の再利用（繰り返し利用） ○

・用紙、事務用品の再利用 使用済封筒 フラットファイル 付箋紙

フォルダ

・紙製事務用品の回収箱設置

・容器または包装の再利用
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◎：温室効果ガスの排出抑制対策に直接的に資する取組
○：温室効果ガスの排出抑制対策に間接的に資する取組

配慮項目 取組項目 効果 対象となる製品 目標基準及び目標となりうる基準
廃棄物減量化 廃棄される用紙類の減量 ○ 廃棄物総量 一般廃棄物排出量

可燃ゴミ排出量

資源化 分別収集の徹底 ○

リサイクル 分別収集用回収容器設置 ○

リサイクルの要請 ○ コピー機 プリンタ

・トナーカートリッジ



- 9 -

５ 実行計画の目標

（１）措置の目標

①当団全体の電力使用量を原単位当たり５年で５％削減する。

この為に

)電力使用状況を記録し、浄水場・ポンプ場省電力運転の実施1
)電力原単位による管理の導入2
)各ポンプの運転時間、効率を検討し高効率な運転をする。3
)各フィーダにおける力率の最適化、コンデンサ容量を検討し、損失、電圧4
降下を低減させる。

)吸排気ファンの運転時間の適正化、タイマー取付を図る。5
)空調機器の運転管理（温度管理）6
)照明器具の省エネタイプへの交換7
)自然光の利用の促進8
)窓の改良（２重ガラス・フィルム貼など）9
)各ポンプをバルブ制御からインバータ制御へ可能な限り変更していく。10

②公用車をガソリン・軽油車から環境負荷の小さい低公害車・低燃費車

へ移行できるものは更新時に順次転換する。

また、日常の運転に注意し、急発進・急加速や空ぶかしをしない・経済速度

での運転・アイドリングストップ等により燃料消費率を５％改善する。

③当団全体でペーパレス運動を進め、コピー・印刷の適正化を計ることによ

り、５年で５％の可燃ゴミを減量する。

（２）温室効果ガスの総排出量に関する数量目標

・当団電力使用量を原単位当たり５％削減及び燃料消費率を５％改善するこ

とにより、当団の温室効果ガスの排出量を原単位当たり５％削減する。
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６ 計画の推進、点検及び評価

当団は、実行計画の効果的かつ円滑な推進に努めるものとし、効果的かつ円滑な

推進を図るために『 仮称）地球温暖化対策推進検討会』を設け、実施状況の点検（

を行い、この点検結果に基づいて評価を行うものとする。

また、必要に応じて今後の方策等を検討する。

（１）推進・点検体制

実行計画策定終了後の実行期間においては『 仮称）地球温暖化対策推進検討（

会』を設置し、統括責任者 事務局長、事務局計画課（計画班 、推進員として）

各課１名、出先機関においては各班１名を置き推進・点検体制を整える。

また、円滑な推進・点検のためのマニュアル・点検表を作成する。

地球温暖化対策推進・点検体制フロー

検討会設置 実行計画を推進する中で、効果的な運用を図るための
推進検討会を設置する。

実 践・推 進 マニュアルに基づく行動（情報活動・周知徹底）
〃 教育（研修会・講習）

実施状況 点検 推進員により、温室効果ガス排出量の再調査及び
点検表に基づく実施状況を確認する。

実施状況 報告 上記を点検表にまとめ事務局に報告する。

点検結果の 事務局は、点検表を基に評価を行う。
分 析・評 価

検 討 会 開催 評価に基づき、実行計画の内容との整合性を図り、今
後の方策を検討する。

評価書の作成 点検・実施状況・評価・今後の方策をまとめ、評価書
（途中経過含) を作成する。

公 表 年度毎に評価書の公表を行う。
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（２）情報提供・研修内容・研修計画

対象者 目 的 内 容 計 画

推進員 推進員 実行計画の重要性と 計画の目的と内容 年１回

研 修 役割の認識 推進・点検体制

点検の手順・方法

職員への呼びかけ

対象者 目 的 内 容 計 画

一般研修 職 員 環境に対する自覚 計画の目的と内容 課又は班毎に

と取組への理解 取組みの内容と方法 年１回開催す

計画書の概要版を作 る

成し、配布する。 ）（推進員による

また、国の指定講習機関で行われているエネルギー管理員などの講習などに

も積極的に参加していくものとする。

(３）評 価

評価項目①

評価書ページを参照

評価手法②

毎年、目標値に対して実績を比較し、状況を把握する。

評価周期は、３ヵ月間程度で随時行い推進会議を開催することとする。

評価③

点検結果を基に、項目毎に評価を行うものとする。

また、必要に応じ方策等を検討し、今後の行動に反映させるものとする。

なお、年度毎に評価書を作成し公表する。
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

主な環境影響に関する指標
１ 温室効果ガスに関する指標
（ ）CO ２

当団全体における の状況CO ２

① ガス排出量 排出量は、CO CO２ ２kg-CO2 12,936,168.738
ガス排出原単位 電力使用CO ２

０．２５６年間供給水量あたり 燃料使用（ガソリン・灯油・軽油kg-CO2 ０．２７０ ０．２６７

）（当企業団全体） ・Ａ重油・ＬＰＧ・都市ガス/供給水量
によるものである。

【参 考】 とくに、浄水・送水に関わる電力使用に
よる 排出がほとんどである。当団施設別における の状況CO ２ CO ２

①本 庁
kg-CO2 57,015.902CO ２ガス排出量

０．００１CO ２ガス排出原単位 kg-CO2
水量年間供給水量あたり /供給

②大寺浄水場
kg-CO2 6,112,277.241CO ２ガス排出量

ガス排出原単位CO ２

０．１２８年間供給水量あたり kg-CO2
水量/供給

０．１６２年間送水量あたり kg-CO2
送水量/

③十日市場浄水場
kg-CO2 1,669,821.564CO ２ガス排出量

ガス排出原単位CO ２

０．０３５年間供給水量あたり kg-CO2
水量/供給

０．１３６年間送水量あたり kg-CO2
送水量/

④場外施設
kg-CO2 5,097,054.031全体 ガス排出量CO ２

ガス排出原単位CO ２

kg-CO2年間ポンプ場供給水量あたり

供給 ０．１０６（場外全体） / 水量

０．０２３（ ）第１中継ポンプ場
０．０２０（ ）第２中継ポンプ場
０．００３（ ）第３中継ポンプ場
０．０３８（ ）第４中継ポンプ場
０．０１８（ ）第５中継ポンプ場
０．００４（ ）第６中継ポンプ場

kg-CO2/年間ポンプ場送水量あたり

０．０９２（場外全体） ポンプ場送水量

０．０９５（ ）第１中継ポンプ場
０．１１４（ ）第２中継ポンプ場
０．０９３（ ）第３中継ポンプ場
０．０８４（ ）第４中継ポンプ場
０．０８２（ ）第５中継ポンプ場
０．１１８（ ）第６中継ポンプ場
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

２ ＣＨ に関する指標４

① 年間排出量 排出量はＣＨ４ ４kg-CH4 ３５５．５６１ 極力減少 CH
（当企業団全体） 自動車使用（走行）によるものである。

１５０．７４７② 年間排出量ＣＨ４ kg-CH4
（本 庁）

１５８．０４９③ 年間排出量ＣＨ４ kg-CH4
（大寺浄水場）

４６．７６５④ 年間排出量ＣＨ４ kg-CH4
（十日市場浄水場）

３ Ｎ Ｏに関する指標２

① 年間排出量 Ｎ Ｏ排出量はＮ Ｏ２ ２kg-N2O ６９２．０７９ 極力減少

（当企業団全体） 自動車使用（走行）
各施設の自家発運転

② 年間排出量 によるものである。Ｎ Ｏ２ kg-N2O ２８７．１２２

（本 庁） ただし、９０％以上は自動車使用による
③ 年間排出量 ものである。Ｎ Ｏ２ kg-N2O ３０６．８５０

（大寺浄水場）
７３．６０３④ 年間排出量Ｎ Ｏ２ kg-N2O

（十日市場浄水場）
４．６２１⑤ 年間排出量Ｎ Ｏ２ kg-N2O

（ ）第１中継ポンプ場
１８．９０４⑥ 年間排出量Ｎ Ｏ２ kg-N2O

（ ）第２中継ポンプ場
０．９８０⑦ 年間排出量Ｎ Ｏ２ kg-N2O

（ ）第３中継ポンプ場

４ に関する指標HFC
① 年間排出量 ＨＦＣ排出量はHFC kg-HFC １２７４．００ 現状維持

（当企業団全体） 自動車保有数（１４台）のエアコン
によるものである。

４５５．００ 現状維持② 年間排出量HFC kg-HFC
（本 庁）

６３７．００ 現状維持③ 年間排出量HFC kg-HFC
（大寺浄水場）

１８２．００ 現状維持④ 年間排出量HFC kg-HFC
（十日市場浄水場）
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

５ 廃棄物に関する指標
①産業廃棄物
)汚泥スラッジ発生量  スラッジの発生は、浄水処理をすれば必ず1 ７，０２４．０

〃 発生率  発生するものである。/取水量 ０．０００１４５

（大寺浄水場） 取水濁度及び凝集剤の注入量により発生量
（十日市場浄水場） は増減する。

（ ） 。特に川の汚染 濁度 に関わる問題である
１，４０９．５2)汚泥埋立処分量 

発生するスラッジの有効利用率は８０％に
)汚泥有効利用量  なり、残りの２０％は処分場に埋立てされ3
(セメント） ている。１，７２９．０

（軽量骨材） 処分場の維持管理（特に除草）等を考慮１，７９５．５

(砕 石） すると、２０％の埋立処分は必要である。２，０９０，０

７９．９３ ８０．００4 %)有効利用率

②一般廃棄物
本 庁 廃棄物の減量は処理に伴い発生する温室

８９３ １％減少 ５％減少（可燃物） 袋 効果ガスの削減になる。
１２８ １％減少 ５％減少（不燃物） 袋 また、廃棄物の減量は 化の促進・生活IT

出先機関 様式・大量生産、廃棄、消費の活動の変
２７，７４５ １％減少 ５％減少（可燃物） 革を図らなければならない。kg
２，１６５ １％減少 ５％減少（不燃物） kg

６ 省エネルギーに関する指標
３３，５４０，７１５①全体電力使用量（年） kwh
０．６９９ ０．６９２ ０．６６４原単位 （年） kwh/供給水量

事業所
②夜間電力の活用

１５，８６９，４００1)大寺浄水場電気使用量 kwh
極力減少昼間電力 ７，２４０，９２０

夜間電力 夜間電力利用は地球規模での省エネルギー８，６２８，４８０ 極力増加

)十日市場浄水場 への効果が期待できる。2 kwh
電気使用量 また、夜間電力は昼間の電力に比べ電力単４，３３９，０８０

昼間電力 価が割安であり、経費節減につながる。１，９９９，８００ 極力減少

極力増加夜間電力 ２，３３９，２８０

kwh3)第１中継ポンプ場
２，８５８，５２０電気使用量

極力減少昼間電力 １，２３１，２００

極力増加夜間電力 １，６２７，３２０

kwh4)第２中継ポンプ場
２，５１２，１０４電気使用量

極力減少昼間電力 １，０３９，８４８

極力増加夜間電力 １，４７２，２５６
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

kwh5)第３中継ポンプ場
３５５，１１６電気使用量

極力減少昼間電力 １６６，８８６

極力増加夜間電力 １８８，２３０

kwh6 4)第 中継ポンプ場
４，７８２，０９６電気使用量

極力減少昼間電力 ２，２１９，４４８

極力増加夜間電力 ２，５６２，６４８

kwh7)第５中継ポンプ場
２，２２５，２２０電気使用量

極力減少昼間電力 １，１１２，７３０

極力増加夜間電力 １，１１２，４９０

kwh8)第６中継ポンプ場
４４７，５８８電気使用量

極力減少昼間電力 ６３，０９０

極力増加夜間電力 ３８４，４９８

③受電力率（出先機関）
大寺浄水場 ％ 夜間電力の使用により、受電力率を適正９９．７５ 現状維持

十日市場浄水場 ％ に保持することが必要になる。９９．５８ 現状維持

第１中継ポンプ場 ％ また、適正に保持できれば電気料金低減９４．１７ 極力改善

第２中継ポンプ場 ％ になる。９８．６７ 現状維持

１００．００ 現状維持第３中継ポンプ場 ％
９５．９２ 極力改善第４中継ポンプ場 ％

１００．００ 現状維持第５中継ポンプ場 ％
１００．００ 現状維持第６中継ポンプ場 ％

④自家発燃料使用量
大寺浄水場 Ｌ 自家発の運転に伴い ・ が発生１９２０ 極力減少 CO N O２ 2

十日市場浄水場 Ｌ してしまう。２４７ 極力減少

第１中継ポンプ場 Ｌ 試運転時間等を検討し、極力運転時間を３３０ 極力減少

第２中継ポンプ場 Ｌ 短くする。１３５０ 極力減少

７０ 極力減少第３中継ポンプ場 Ｌ

⑤省エネ機器導入 省エネ機器を随時導入できれば、使用電極力増加

、 。力減になり 温室効果ガスの抑制になる
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

⑥低公害車・低燃費車導入 台 ・ の削減が期待できる。０ 更新時順次転換 CO CH N O２・ 4 2

⑦燃料消費率
７．７４ ８．００ ８．１２７ガソリン車 Ｌ 燃料消費率を改善することにより、km/

(使用量) Ｌ の排出が減ることになる。１１０９７．９２ CO ２

８５９０３（走行距離） km
燃料消費率

７．７８ ８．００軽油車 Ｌkm/
６５４．９５（使用量） Ｌ

５０９８ ８．１６９（走行距離） km

（ ）⑧空調機器管理 温度管理
夏（設定温度） 度 使用を抑制し、適温設定をして電力使用２８ ２８

冬（ 〃 ） 度 を抑制する。２０ ２０
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

７ 緑化に関する指標
緑化率
（本庁） ％ 緑地によりＣＯ の吸収・固定が期待で３．１７ 極力増加 ２

敷地面積  きる。１５８６．９７

植栽部  極力増加させていくこととする。５０．３４

４１．３５ 極力増加（大寺浄水場） ％
６２５２６．４０敷地面積 
２４７６４．８張芝部 

２５１．３造園部 
８３８．０外周植栽部 

３３．６６ 極力増加（十日市場浄水場） ％
５２０７４．６４敷地面積 
１５７１５．４張芝部 
４５８．４造園部 
１３５４．４外周植栽部 

０ 極力増加（第１中継ポンプ場） %
２４５５．３７敷地面積 

０ 極力増加（第２中継ポンプ場） %
２５４８．０２敷地面積 

０ 極力増加（第３中継ポンプ場） %
１４７１．９５敷地面積 

（第４中継ポンプ場
２２．９５ 極力増加及び北部調整池 円形） %

４９６１．５０敷地面積 
１１３９．４０張芝部 

（第５中継ポンプ場
１３．２１ 極力増加及び第２南部調整池） %

２１９７６．０２敷地面積 
２９０２．３０張芝部 

０ 極力増加（第６中継ポンプ場） %
３０７８．００敷地面積 

１９．８７ 極力増加（南部調整池） %
２１９７６．０２敷地面積 
４３６７．２０張芝部 

０（北部調整池 矩形） %
５５９９．００ 極力増加敷地面積 
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７ 評価書（実績と目標）

環 境 指 標 単 位 実 績 設定目標 比 較 分 析 将来目標 今後の方策及び備考
平成１１年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１７年度

８ その他の取組みに
関する指標

①薬品使用量
)塩素剤1
大寺塩素使用量 薬品の注入量の低減は、kg ２０７，１４１

〃 １当り 薬品輸送に関わるエネルギー、注入エネkg/供給水量 ０．００４３ 極力減少

十日市場次亜使用量 ルギー、生産エネルギーの観点から、効kg ５５５，１７０

〃 １当り 果的である。kg/供給水量 ０．０１１６ 極力減少

)凝集剤2
３，０８４，４２０大寺ＰＡＣ使用量 kg

９１８，６４０十日市場ＰＡＣ使用量 kg
供給水量 ０．０８３６ 極力減少ＰＡＣ使用量１当り kg/

②用紙使用量（購入量）
本庁 用紙使用量は、
コピー・印字用紙 箱 ＯＡ化の進展・コピー、印刷ミスの低減
Ａ４（白紙） により減少させる。２０ ﾘｻｲｸﾙ用紙に変更

Ａ４（ﾘｻｲｸﾙ紙） このことは、森林保護・廃棄物処理、そ５０ し極力削減する。

Ａ３（ﾘｻｲｸﾙ紙） の輸送エネルギーの削減になる。２０ 〃

８ 〃Ｂ４（ﾘｻｲｸﾙ紙）
また、コピー・印字用紙については、古

出先機関 紙利用率７０％の品を使用する。
コピー・印字用紙 （エコマーク・グリーンマーク）

２６ ﾘｻｲｸﾙ用紙に変更Ａ４（白紙）
６ し極力削減する。Ａ３（白紙）
２ 〃Ｂ４（白紙）
１６ 〃Ａ４（ﾘｻｲｸﾙ紙）

２７３ 極力削減記録用紙 箱

③環境関係有資格者 人 環境に対する意識レベルの向上のため、１ 極力増加

エネルギー管理員 随時人数を増加させる。
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８ 実行計画の公表

（１）実行計画書公表

本庁、出先機関の掲示板に掲示することとする。

ただし、インターネット等の環境が整えば、ホームページで取り上げる。

このことにより、地域に限定した公表ではなく広範で公表でき、様々な意見

が得られることになる。

（２）評価書の公表

本庁、出先機関の掲示板に掲示することとする。

また、毎年の評価をし、随時更新して行くこととする。

ただし、インターネット等の環境が整えば、ホームページで取り上げる。

このことにより、地域に限定した公表ではなく広範で公表でき、様々な意見

が得られることになる。

（３）その他

インターネットの環境が整備されれば、節水、川の汚染防止などもホームペ

ージで推進していくこととする。


